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１．はじめに  

国土交通省では、平成 20 年度から、調査・設計等分野において総合評価落札方式を本格運用している。平

成 22 年度中には、調査・設計等分野のさらなる品質確保を目指し、技術提案の確実な履行の確保のための「履

行確実性評価」を導入した。導入の背景には、総合評価落札方式による調達においても、価格競争による調達

より発生率は低いものの低入札落札が発生しており、成果品の品質の確実な確保への懸念が生じていること等

があげられる。本稿は、この履行確実性評価の導入効果について分析した。 

 

２．分析方法と結果  

(1) 低入札落札の時系

列分析 

低入札落札の時系列で

の傾向を分析するため、

土木関係建設コンサルタ

ント業務、測量、地質調

査業務の３業種（発注者

支援等業務・空港・港湾

を除く）について、平成

20 年 4 月から平成 22 年

12 月の間に契約した予定

価格1000万円以上の業務

の低入札落札件数及び低

入札落札発生率（落札者

のうち低入札落札者の割

合）を、総合評価落札方式と価格競争の別で月ごとに整理した。結果を図１に示す。 

総合評価落札方式、価格競争ともに、低入札落札件数、低入札落札発生率でみると、年度を通じて月変動が

あることが確認できる。そのため、次項の履行確実性評価の分析では、月変動の影響を除去するため、履行確

実性評価の導入前後の時期に分割して分析を行うものとする。 

(2) 履行確実性評価の効果分析 

履行確実性評価は、平成 22 年 9 月には概ねの地方整備局で導入された。履行確実性評価の対象は、中国地

方整備局では予定価格 1000 万円を超える業務、その他の地方整備局では予定価格 2000 万円を超える業務とさ
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図１ 低入札落札の経年変化 
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れた。そこで、履行確実性評価の効果を分析するため、平成 21 年度及び 22 年度の総合評価落札方式の入札結

果データを用いて、低入札応札者の割合及び低入札落札者の割合の比較分析を行うこととした。分析対象は、

北海道開発局及び８地方整備局（沖縄総合事務局を除く）の土木関係建設コンサルタント業務とした。ただし

発注者支援等業務・空港・港湾は除く。 

分析は、履行確実性評価の導入前後の期間（4～8 月と 9～12 月）について、履行確実性評価の対象とされ

た予定価格 2000 万円を超える業務と、中国地方整備局以外では履行確実性評価の対象とされていない予定価

格 1000 万円～2000 万円以下の業務の別に行った。ただし、予定価格 1000 万円～2000 万円以下の業務につい

ては、中国地方整備局のデータは除外した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結果を図 2～5 に示す。履行確実性評価の対象とされた予定価格 2000 万円を超える業務について、平成 22

年度では、導入後（9～12 月）は、導入前（4～8月）に比べ、低入札応札者の割合及び低入札落札者の割合と

も大きく減少している。一方、履行確実性評価が導入されていない平成 21 年度では、9～12 月は、4～8 月に

比べ、低入札落札者の割合は増加している。また、履行確実性評価の対象の有無に着目すると、履行確実性評

価の対象とされていない予定価格 1000 万円～2000 万円以下の業務では、平成 22 年度では、履行確実性評価

の導入後の 9～12 月は、導入前の 4～8 月に比べ、低入札応札者の割合、低入札落札者の割合ともに増加して

いる。このように、履行確実性評価の対象業務においてのみ、低入札応札者の割合及び低入札落札者の割合に

大幅な減少がみられたことから、履行確実性評価の導入は低入札の抑制に対して改善効果があると考えられる。 

 

３．おわりに 

平成 23 年度より、履行確実性評価の対象業務を予定価格が 2000 万円を超える業務から 1000 万円を超える

業務に拡大することが予定されている。これにより、平成 22 年度に比べて総合評価落札方式による調達で履

行確実性評価の対象業務の大幅増加が見込まれるところである。これら履行確実性評価の拡大による効果につ

いては、引き続きフォローアップを行う予定である。 

図 2 総合評価落札方式の低入札応札者の割合

（予定価格 2000 万円超） 
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図 3 総合評価落札方式の低入札落札者の割合

（予定価格 2000 万円超） 
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図 4 総合評価落札方式の低入札応札者の割合

（予定価格 1000 万円～2000 万円以下） 

9.9%

7.7%
7.1%

8.2%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

４－８月 ９－１１月

Ｈ２１低入応札者の割合

Ｈ２２低入応札者の割合

増加

９－１２月

Ｈ２１低入札応札者の割合

Ｈ２２低入札応札者の割合

図 5 総合評価落札方式の低入札落札者の割合

（予定価格 1000 万円～2000 万円以下） 
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